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１ はじめに 

 

知床沿岸域は、北半球で最も低緯度に位置する季節海氷域であり、サケなどを通した海洋生態

系と陸域生態系間の物質輸送の連環を有し、両生態系とも豊かな生物多様性を誇っている。知床

は、漁業と観光が地域経済を支えており、海域―陸域生態系の生物多様性の保全が持続的水産資

源利用に重要であることを、漁業者と地域住民が理解している。例えば、サケ・マスのふ化放流

事業では、遡上魚による海域から陸域への物質輸送と河川―河畔林生態系から海への栄養塩供給

の意義が認識され、自然産卵個体の遡上を促進する河川工作物の改良や、漁期規制が実施されて

いる。また、平成２年（1990年）代以降に激減した根室海峡のスケトウダラに対しては、禁漁期

と禁漁区の設定に加え、減船などの自主管理型漁業が実施されている。しかし、コンブ生産量の

減少、ブリやシイラなどの温帯性魚類の増加・スルメイカの来遊状況の劇的変化など、気候変動

に起因する影響を強く受けている。加えて、世界自然遺産としての普遍的価値が存続できるか否

かは、地域経済のもう一つの柱である観光業の持続性にも影響を与える。さらに、令和２年（2020

年）春からのコロナ感染拡大に伴う観光客の激減などによる地域経済への影響も懸念される。 

こうした中、「知床世界自然遺産地域多利用型統合的海域管理計画」（平成 19 年（2007 年）12

月策定）の目的を達成するため、知床における各種制度や措置等を所管する環境省や北海道をは

じめとする関係行政機関、漁業協同組合などの関係団体及び試験研究機関等が、相互の密接な連

携協力の下、それぞれが取り組んでいる遺産地域の海洋生態系の保全や安定的な漁業の営みなど

に係る保護管理措置等を推進している。さらに、計画策定後の海洋環境の変化や海洋レクリエー

ションの増加など新たな状況に対応するため計画の見直しを行い、平成 25年（2013年）３月に第

２期計画、平成 30 年（2018 年）３月に第３期計画、令和５年（2023 年）３月に第４期計画を策

定し、取組を継続している。 

この定期報告書は、当該計画の「５ 管理体制と運用」に基づき、各種措置の結果など計画の

推進状況について情報の公開と共有化を図るため 、海洋生物、陸上生物、海洋環境、漁業、レク

リエーションなどのモニタリング結果、および知床世界自然遺産地域科学委員会海域ワーキング

グループにおいて実施した評価結果を取りまとめたものである。 
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※ データは、極力直近の調査・モニタリングの結果をもとに掲載しているが、未調査のものは前年の調査結果を再掲し
ている。 
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２ 総括【令和７年度（２０２５年度）】 
 

長期モニタリング項目評価調書について、以下のように総括した。 

 

①知床海域での環境モニタリングにおいては、卓越する水塊、特に日本海起源の宗谷暖流系水

の同行を把握する必要がある。そのためには塩分データが必須であるにも関わらず、取得できな

い状況が続いており、観測態勢の構築が必要である。2023年以来 3年連続で根室海峡の夏季海表

面水温が 20℃を上回る状況が続いており、水産資源のみならず他の生物相への影響にも注視が必

要である。 

②近年の夏～秋季の高水温を背景に主要な漁業資源の低迷が続いていたが、サケには回復の兆

しがみられる一方、カラフトマスは壊滅的な状況が続いている。本種は知床世界自然遺産におい

て海と陸を結ぶ生態系の重要な構成要素であるため、その保全に向けた検討が必要であろう。ブ

リなどの温帯性回遊魚、およびスルメイカなどの漁獲対象種の漁獲量や漁業生産額に大きな変化

が認められ、知床沿岸漁業の存続に向けた「漁獲物の高鮮度・付加価値化」などの取り組みが必

要である。 

③海棲哺乳類では、いずれの種･種群も特筆すべき増減は認められていないものの、指定海域お

よび周辺への来遊個体数、来遊起源とその個体群の広がりに関しての知見が十分とは言い難い状

況にある。従来のモニタリングを継続するだけでなく、新たな知見の収集と引用可能な形での公

表が必要である。トドについては、2024年より PBR法に基づく新たな採捕管理が開始された。来

遊状況および起源、被害状況の把握や、ロシアからの情報収集等による起源個体群の動態監視を

継続する必要がある。シャチに関しては、他海域と同様に異なる生態型の群れが同所的に存在す

ることが明らかとなった。今後も引き続き、約 500 個体の個体識別に加える新たなデータ収集が

必要である。 

④鳥類では、希少種ケイマフリは個体数が維持され、観光船の協力が評価される。一方、オオ

セグロカモメ、ウミネコ、ウミウは登録時に比し著しく数を減らしており、特にウミネコの減少

が著しい。その要因の特定は困難であるが、営巣環境の不安定さ、海水温上昇と関連した餌の不

足、そしてヒグマやオジロワシによる捕食の影響が考えられる。オジロワシの繁殖数・繁殖成績

は横ばいかやや上昇傾向にあり、また海ワシ類の越冬飛来数は横ばいで、保護管理上の懸念は認

められない。モニタリングの努力量や種間関係の調査などの不足が課題として残されており、こ

れらについても改善できる方向での検討が不可欠である。 

⑤地域社会の中では、2020年以降のコロナ禍の影響で大きく減少した観光入込客数は未だ回復

途上にあった一方、訪日外国人宿泊数はほぼコロナ禍前の水準まで回復しており、外国人向けの

取り組みの重要性が相対的に増加している。遺産地域の生態系の特徴や保全活動の内容、地域の

人々の暮らしとの関わりなどに関する情報発信は効果的に行われ、来訪者の理解も着実に深まっ

ていると評価する。地域人口と就業者数は、長期的な減少傾向が継続している。漁業生産量は過

去 10年ほど減少傾向あるいは減少後の横ばいが続いている一方、魚価の上昇により漁獲金額は回

復またはやや回復傾向にある。水産資源の持続的な利用に向けた取組を引き続き進めるとともに、

これらの変化と気候変動との関係の把握や、その適応策を模索してゆく必要がある。 

 


